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廃棄物は「ごみ処理課題」ではなく「再⽣素材含有率向上課題」

Source︓国⽴環境研究所 (2021)

https://www.nies.go.jp/whatsnew/20210604/20210604.html?utm_source=dlvr.it&utm_medium=twitter

炭素制約下での資源利⽤可能量は⼀⼈当たり約7t



4

いまだに「再資源化」のうち熱回収以外の量がわからない

Source︓環境省令和３年度建設廃棄物の再資源化に関する調査・検討業務報告書
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家電4品⽬以外では回収率もよくわからない。
メーカー側の責任もない

Source︓経産省⼩型家電リサイクル制度の施⾏状況の評価・検討に関する報告書（令和２年８⽉）
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実際にE-Wasteのリサイクル率が低いというデータもある

https://theroundup.org/global-e-waste-statistics/

日本は22%
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プラネタリーヘルスでは、⼈獣共通感染症とAMRに⾔及すべき

Source︓環境省



AMR対策で重要なWASH（⽔・衛⽣）にも触れるべき

Source︓Stockholm Environment Institute

報告書には今のところWASHに⼀切⾔及していない
http://www.sei.org/wp-content/uploads/2022/04/sarah-dickin-one-health-and-wash-seminar-1-intro.pdf
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地⽅⼀般財源の３割を占める地⽅交付税に踏み込むべき

Source: 総務省

「基準財政需要額」とは、各地⽅団体の財政需
要を合理的に測定するために、当該団体につい
て地⽅交付税法 第11条の規定により算定した額
である（地⽅交付税法第２条第３号）。 その算
定は、各⾏政項⽬別にそれぞれ設けられた「測
定単位」の数値に必要な「補正」を加え、これ
に測定単 位ごとに定められた「単位費⽤」を乗
じた額を合算することによって⾏われる。 ［基
準財政需要額］＝［各⾏政項⽬ごとの基準財政
需要額(単位費⽤×(測定単位の数値×補正係数))
の合算額］

地⽅交付税に「地域資源」「地⽅循環共⽣圏」
の概念が⼊っていない。
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⼟地利⽤だけでなく、⽔系・海洋利⽤も加えるべき

Source: UNEP, World Bank

この変化の直接要因は、影響が⼤きい順
に、⼟地と海の利⽤の変化、⽣物の直接
採取（漁 獲、狩猟含む）、気候変動、
汚染、外来種の侵⼊である。これら 5 
つの直接要因は、さ まざまな根本的な
原因（間接的な変化要因）によって引き
起こされる。さらに根本的な 原因の背
景には、（中略）社会の価値観や⾏動が
ある。直接要因と間接要因の変化の速
度は地域や国によって異なる。

昆明・モントリオール⽣物多様性枠組み 世界銀⾏のブルーエコノミー開発枠組み

「国連海洋科学の10年」でブルーエコノミーも重要になってくる
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